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別記 決算の調製の様式 （第十六条関係）  
別記 歳入歳出決算事項別明細書様式 （第十六条の二関係）  
別記 実質収支に関する調書様式 （第十六条の二関係）  
































































































































































































































































































































































 ① 貸借対照表（バランスシート） 
 ② 行政コスト計算書 
 ③ 純資産変動計算書 












































 ① 貸借対照表（バランスシート） 
 ② 行政コスト計算書 
 ③ 純資産変動計算書 




























































































































































会計基準である英国会計基準審議会（Accounting Standards Board : ＡＳＢ）の設定する
ＵＫ－ＧＡＡＰに基づく財務報告を行ってきた。さらには、２０１０／１１年度以降は、
国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards : ＩＦＲＳ）を会計基準と
し、ＩＦＲＳに基づく年次財務報告書を作成し、公表している。 
 英国地方自治体では、財務報告を作成する責任者として、最高財務責任者（Chief 


















っている民間会計専門職団体が、英国勅許公共財務会計協会（Chartered Institute of Public 
Finance and Accountancy : ＣＩＰＦＡ）である。 
 ＣＩＰＦＡは、１８８５年に創設された地方自治体財務会計部長会議（Corporate 
Treasures and Accountants Institute : ＣＴＡＩ）を前身とする、設立１２０年を超える団
体である29)。ＣＴＡＩは１９０１年に市町村財務会計部長協会（Institute of Municipal 
Treasures and Accountants : ＩＭＴＡ）と名称を改め、会社法の規定に基づく法人化が行
われた。１９５９年には英国王室による慈善団体としての設立認可（Royal Charter）を受
け、さらには１９７３年に再度の英国王室による認可を経て、英国勅許公共財務会計協会
（Chartered Institute of Public Finance and Accountancy : ＣＩＰＦＡ）へと名称を変更し
た。ＣＩＰＦＡはイングランド・ウェールズ勅許会計士協会（ Institute of Chartered 
Accountants in England and Wales : ＩＣＡＥＷ）などともに、英国において会計専門職団
体として広く認められており、国際会計士連盟（International Federation of Accountants : 
ＩＦＡＣ）にも加盟している。 
 ＣＩＰＦＡがスコットランド地方自治体会計諮問委員会（Local Authority (Scotland) 
Accounts Advisory Committee : ＬＡＳＡＡＣ）とともに作成し、公表している会計実務規
範（Code of Practice on Local Authority Accounting in the United Kingdom : ＣＯＰＬＡＡ）
は、２００９年度まではＵＫ－ＧＡＡＰの設定主体であるＡＳＢによって、ＵＫ－ＧＡＡ
Ｐに準拠する会計実務規範（Statement of Recommended Practice : ＳＯＲＰ）として認
められ、法令によって地方自治体が遵守すべき会計実務規範と位置づけられてきた。２０
















































3) 総務省「地方自治法抜本改正についての考え方（平成２２年）」2011 年、17-27 頁。 
4) 総務省「地方公共団体における財務書類の活用と公表について」2012 年。 
5) 東京都「公会計改革白書」2010 年、70-75 頁。 
6）英国の一般に公正妥当な会計基準の策定主体である英国会計基準審議会（Accounting 
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25) Statement of Accounts の訳出について、直訳すると「会計報告書」となる。本論文









































































































































 ② 情報の非対称性（プリンシパルとエージェントの情報の非対称性） 
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ある英国勅許公共財務会計士（Chartered Public Finance Accountant : ＣＰＦＡ）につい
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of Public Finance and Accountancy : ＣＩＰＦＡ）である。ＣＩＰＦＡは、地方自治体会計
を専門とする会計専門職資格である英国勅許公共財務会計士（Chartered Public Finance 
Accountant : ＣＰＦＡ）を承認する団体であり、スコットランド地方自治体会計諮問委員
会（Local Authority (Scotland) Accounts Advisory Committee : ＬＡＳＡＡＣ）とともに、
英国の地方自治体における財務報告の会計実務規範（Code of Practice on Local Authority 
Accounting in the United Kingdom ： ＣＯＰＬＡＡ） を設定している。 
























委員会（Accounting Standards Committee： ＡＳＣ）による標準会計基準書（Statement 
of Standard Accounting Practice：ＳＳＡＰ）が、地方自治体に対しても適用されていた。
ＵＫ－ＧＡＡＰに基づくＣＯＰＬＡＡは、特別な産業や特定のセクターにおいて会計基準
を機能させるための会計実務規範として位置づけられており、ＡＳＢによって特定の産業・




００３年地方自治法（The Local Government Act 2003）によって、適切な慣行（proper 
practices）にそって会計実務を行うことが求められており、２００３年地方自治法に基づ
く２００３年地方自治体（資本財政および会計）規則（The Local Authorities (Capital 




















































































































































② 税および使用料の徴収対象者（subject to locally levied taxes and charges） 
③ 議会議員（members of the Authority） 
④ 従業員（employees） 
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Kingdom 2007, 2007, par. 1.16. 
6) ＢＶＡＣＯＰについては、以下の文献に詳しい。 
石原俊彦・遠藤尚秀「英国地方自治体の財務会計基準設定に関する一考察」『ビジネス＆
アカウンティングレビュー』第 4 号、2009 年、116-117 頁。 
7) CIPFA/LASAAC, op. cit., pars. 1.17-18. 
8) SPFR では財務報告の対象者として、①現在および潜在的な投資家②貸付者③供給
者・債権者④従業員⑤顧客⑥政府およびその他の機関があげられている。 
9) CIPFA/LASAAC, op. cit., par. 1.16. 
10) 嶋和重・許琇雰「英国『財務報告原則書』の基礎的考察」『拓殖大学経営経理研究』
第 82 号、2008 年、73 頁。 
11) 英国の地方税であるカウンシル税の税率の決定権は各地方自治体にあるため、地方自
治体ごとに税率が異なり、そのため税率の設定の説明責任が重視される。 






15) CIPFA/LASAAC, op. cit., pars.2.3-13. 






17) Ibid., pars. 2.4-7. 
18) Ibid., par. 2.5. 
19) Ibid., par. 2.8. 
20) Ibid. 
21) Ibid. 
22) 菊谷正人『前掲書』、89 頁。 
23) CIPFA/LASAAC, op. cit., 2.9. 
24) Ibid., pars. 1.18-19. 
25) Ibid., par. 2.12. 
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 ＮＰＭ（New Public Management）の発祥の地であり、行政改革の先進国とされる英
国の地方自治体は、既に発生主義に基づいた財務報告書を作成している。第３章で触れた







した会計専門職の団体である英国勅許公共財務会計協会（Chartered Institute of Public 
Finance and Accountancy : ＣＩＰＦＡ）が作成する会計実務規範（Code of Practice on 





１０／１１年度版ＣＯＰＬＡＡ（Code of Practice on Local Authority Accounting in the 


























   （ａ） 法律の効力によって地方自治体が要求されるもの、もしくは 
   （ｂ） 実務規範または大臣の規則によるこの提供の目的を定める他の文書 
 
２００３年地方自治法に定められた適切な慣行は、１９９８年監査委員会法（Audit 
Commission Act 1998）に基づく監査、および、２００３年会計監査規則（the Accounts 










（Code of Practice on Local Authority Accounting in the United Kingdom: a Statement of 
Recommended Practice）』は、ここで地方自治体が参照すべき文書と具体的に示されて
いる10）。また、２００３年会計監査規則のガイダンスである２００３年会計監査規則ガ
















































Standards Committee : ＡＳＣ）より会計基準の設定の役割を引き継ぎ、１９９０年に設
















































るＣＩＰＦＡ／ＬＡＳＡＡＣ地方自治体ＳＯＲＰ審議会（CIPFA/LASAAC Local Authority 
SORP Board : 以下、ＳＯＲＰ審議会）であった。ＳＯＲＰ審議会は、その役割を以下の
ように定めている15）。 
 
 ① ＣＯＰＬＡＡの作成、維持、発達および検討を行う。 















































































































































































ービス（National Health Service : ＮＨＳ）など、約１，５００の組織の包括的な財政状
態を提供するために作成される。２００９年度ＷＧＡ報告書が、初めてのＷＧＡ報告書と
して２０１１年に公表された29）。ＷＧＡは、連結収支計算書（Consolidated Statement of 
Revenue and Expenditure）、連結貸借対照表（Consolidated Statement of Financial 
Position）、連結納税者資本変動計算書（Consolidated Statement of Changes in 
Taxpayers’ Equity）、連結資金収支計算書（Consolidated Cash Flow Statement）から構成
される。ＷＧＡは、会計検査院長（Comptroller and Auditor General）によって監査が行
われている。また、ＷＧＡ報告書には、会計責任者報告書（Statement of Accounting 

























































































3) 総務省「今後の新地方公会計の推進に関する研究会開催要領」2010 年。 
4) 「今後の新地方公会計の推進に関する研究会（第 2 回）」の内容については、以下の
総務省のウェブサイトを参照。
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/chikousuiken/36512.html 
5 ) CIPFA/LASAAC, Code of Practice on Local Authority Accounting in the United 





り設定された SORP を中心として」『ビジネス＆アカウンティングレビュー』2009 年、
107-122 頁。 
7) CIPFA/LASAAC, op. cit., par.1.12. 
8) ibid. 
 なお、２０１０／１１年度版ＣＯＰＬＡＡの発刊以後に２０１１年会計監査規則（the 
Accounts and Audit Regulations 2011）が施行され、現在はそれに基づいている。 



















ASB, SORPs Policy and Code of Practice, 2000. 
15) CIPFA, Code of Practice on Local Authority Accounting (‘the SORP’) Consultation on 








 稲沢克祐『英国地方政府会計改革論』ぎょうせい、2006 年、164-168 頁。 
19) ＦＲＡＢの役割については財務省のウェブサイト内の Terms of reference of the 






目的に対応させながら－」『会計検査研究第 39 号』2009 年、135-151 頁。 




23) Ｃｏｄｅ審議会の役割についてはＣＩＰＦＡのウェブサイト内の CIPFA/LASAAC 
Local Authority Accounting Code Board Terms of Reference を参照とした。 
http://www.cipfa.org.uk/pt/cipfalasaac/download/cipfa_lasaac_constitution_9Oct.pdf 
24) ＩＦＲＳへの準拠までの過程については以下を基本的な文献として使用した。 
CIPFA, Code of Practice on Local Authority Accounting (‘the SORP’) Consultation on 
Future Governance Framework, 2008. 
25) HM Treasury, 2007 Budget, pars.6.59-6.60. 
26) ＷＧＡのＩＦＲＳ適用については２００８年政府予算において２００９/１０会計年
度から適用と変更された。 
27) The House of Commons Scrutiny Unit, Adoption of IFRS by Central Government 





30) CIPFA, op. cit., p.5 
31) Ibid., p.4. 
32) Ibid., p.6. 





























 本章では、英国地方自治体の『２０１０／１１年度版会計実務規範（Code of Practice on 
Local Authority Accounting in the United Kingdom 2010/11 Based on International Financial 















  ① 序文（Explanatory Foreword） 
 ② 年次財務報告書に対する責任報告書（Statement of Responsibilities） 
 ③ 財務諸表および注記（Financial Statements, Notes to Financial Statements） 
 ④ 内部統制あるいは財務に係る内部統制のレビュー報告書（Statement Reporting 
Review of Internal Controls or Internal Financial Controls） 
 
 ２００９/１０年度までは、年次財務報告書に会計方針書（Statement of Accounting 
Policies）が含まれていたが、２０１０/１１年度の年次財務報告書には含まれていない。し





































































Financial Officer ： ＣＦＯ）である8)。ＣＦＯは、１９７２年地方自治法第１５１条で定
められた幹部職員であり、ＣＩＰＦＡが認定する会計専門職資格である英国勅許公共財



















































しており、したがって、「国際会計基準（International Accounting Standards : ＩＡＳ）第
１号財務諸表の表示」、「国際会計基準（ＩＡＳ）第７号キャッシュ・フロー計算書」およ
び「国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）第８号事業セグメント」に沿って財務諸表を作成しな
ければならない11)。また、ＣＯＰＬＡＡでは、「国際公会計基準（International Public Sector 





① 剰余金変動計算書（Movement in Reserves Statement） 
② 包括的収支計算書（Comprehensive Income and Expenditure Statement） 
③ 貸借対照表（Balance Sheet as at the end of the period） 












① 剰余金変動計算書（Movement in Reserves Statement） 























































単位1,000￡ 単位1,000￡ 単位1,000￡ 単位1,000￡ 単位1,000￡ 単位1,000￡ 単位1,000￡
1,699 1,506 1,649 408 5,261 (2,606) 2,655
4,168 - - - 4,168 - 4,168
- - - - - 3,580 3,580
4,168 - - - 4,168 3,580 7,748
(1,923) - (215) (44) (2,182) 2,182 0
2,245 0 (215) (44) 1,986 5,762 7,748
(186) 35 - - (151) - (151)
2,059 35 (215) (44) 1,835 5,762 7,597
3,758 1,541 1,434 364 7,097 3,156 10,253



















Malvern Hills District Council, Statement of Accounts 2010/11 を基に筆者作成 
2009/10 2010/2011 2010/2011 2010/2011
純費用 合計支出 合計収益 純費用
単位1,000￡ 単位1,000￡ 単位1,000￡ 単位1,000￡
サービス支出分析
総務部門 877 1,624 (729) 895
文化、環境、法令、および、都市計画サービス 6,441 8,514 (2,755) 5,789
運輸サービス (28) 576 (614) (38)
住宅サービス 650 23,302 (23,076) 226
組織管理および議会関連費用 2,238 1,668 (182) 1,486
区分外費用 370 (3,056) - (3,056)










包括的収支計算書（Comprehensive Income and Expenditure Statement）
2009 2010 2011
単位1,000￡ 単位1,000￡ 単位1,000￡
有形固定資産 21,717 21,152 20,812
投資不動産 3,406 3,070 3,023
長期投資 1,304 1,121 1,142
売買目的資産 213 239 239
長期性資産合計 26,640 25,582 25,216
投資 42 48 25
短期債券 2,101 3,034 1,612
現金および現金同等物 1,842 1,546 4,485
流動資産合計 3,985 4,628 6,122
短期買掛金・未払金 (2,287) (2,655) (2,325)
流動負債合計 (2,287) (2,655) (2,325)
年金負債 (20,723) (24,900) (18,760)
長期負債合計 (20,723) (24,900) (18,760)
純資産 7,615 2,655 10,253
利用可能剰余金 5162 5261 7096
利用不能剰余金 2453 -2606 3156
剰余金合計 7,615 2,655 10,253










ドでは２００３年会計監査規則（Accounts and Audit Regulations 2003）のレギュレーシ
ョン４（２）によって法的に作成が義務づけられている16)。 
ＣＯＰＬＡＡではＣＩＰＦＡと全英地方自治体経営者協会（Society of Local Authority 
Chief Executive and Senior Manager : SOLACE）が公表した『地方自治体における優れた









































・  地方自治体の政策が実際に行われたこと。 
・  効率的かつ有効的に高水準のサービスが提供されたこと。 
・  地方自治体の価値観と倫理基準が兼ね備わっていること。 
・  法律および規則を遵守していること。 
・  業績報告書や他の公表された情報が正確かつ信頼できること。 



































   ・ 監査委員会 
   ・ 内部監査 
   ・ 上級管理職による総括 
   ・ 外部監査人およびその他の機関によるレビュー 















４. サポート・サービスコストの分配  
 ５. 有形固定資産  
 ６. 減価償却 
 ７. 投資資産 
 ８. 法令に基づく資本支出の一般支出への変更 












































1) 国際公会計基準審議会（International Public Sector Accounting Standards Board : Ｉ
ＰＳＡＳＢ）は、２０１３年に『公的部門の主体による一般目的財務報告の概念フレー
ムワーク（Conceptual Framework for General Purpose Financial Reporting by Public 
Sector Entities）』を公表し、地方自治体における一般目的財務報告について示している。 
 IPSASB, Conceptual Framework for General Purpose Financial Reporting by Public 
Sector Entities, 2013. 
2) 地方自治法第２３３条および地方自治法施行令第１６６条。 
3) 地方自治法第２３３条。 
4) CIPFA/LASAAC , Code of Practice on Local Authority Accounting in United Kingdom 
2010/11 Based on International Financial Reporting Standards , 2009, pp.39-43. 
5) Ibid., par.3.1.1.2. 
6) Ibid., par.3.1.4.1. 




ュー』第 11 号、2013 年、85-100 頁。 
9) CIPFA/LASAAC, op. cit., par.3.2.4.1. 
10) Ibid. 
11) Ibid., par.3.4.1.1. 
12) Ibid., par.3.4.1.2. 
13) Ibid., par.3.4.2.17. 
14) CIPFA/LASAAC , Code of Practice on Local Authority Accounting in United Kingdom 









16) CIPFA/LASAAC , Code of Practice on Local Authority Accounting in United Kingdom 
2010/11 Based on International Financial Reporting Standards , 2009, par.3.7.1.1. 
17) 年次ガバナンス報告書については、以下の文献で詳細に述べられている。 
石原俊彦監修『地方自治体のパブリック・ガバナンス』中央経済社、2010 年。 
18) CIPFA/LASAAC, op. cit., par.3.7.4.3. 
19) Ibid., par.3.7.4.4. 
20) Ibid., par.3.7.4.5. 
21) 石原俊彦監修『前掲書』19 頁。 






















２－１. 報告書『透明性を向上させるために（Let’s be Clear）』の概要 
 これまで英国地方自治体の財務諸表監査を行ってきたＡＣは、２０１２年１月に報告書




ＡＣは、１９８２年地方財政法（Local Government Finance Act 1982）に基づき１９
８３年に設立された独立した行政機関である2)。ＡＣが実施する業務は、１９９８年地方




（Comprehensive Performance Assessment : ＣＰＡ）や包括的地域評価
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（Comprehensive Area Assessment : ＣＡＡ）の実施主体としても活動してきた。ＡＣ
は監査委員会法において、比較や研究を行い、報告書を公表することが認められており、































地方自治体の分類 最小頁数 最大頁数 平均頁数 
すべての地方自治体 398) 250 113 
１層制地方自治体 72 237 139 
市（District） 
（２層制下位地方自治体） 
60 180 104 
県（County） 
（２層制上位地方自治体） 
88 250 151 



































１．序文 12 10.53% 9 12.86% 
２．主要財務諸表 10 8.77% 6 8.57% 
３．主要財務諸表に関する
注記 
64 56.14% 32 45.71% 
４．追加財務諸表 連結決算 10 8.77% 12 17.14% 
５．会計方針の提示 13 11.40% 6 8.57% 
６．用語集 2 1.75% 2 2.86% 
７．監査証明書 3 2.63% 3 4.29% 
総頁数 114 100％ 70 100％ 
Coventry City Council, Statement of Accounts 2010/11,および Coventry City Council, 




















































（Department for Communities and Local Government : ＤＣＬＧ）が集約する政府全体

















































































なお、インタビューを実施した６名（Coventry ３名、Malvern Hills １名、Wychavon 
１名、Dudley １名）21)は、財務報告の作成を直接担当している職員および担当部署の責
任者である。なお、Coventryの担当者２名およびWychavon の担当者は、ＣＩＰＦＡの
会計専門職資格である英国勅許公共財務会計士（Chartered Institute of Public Finance 
and Accountancy : ＣＰＦＡ）を保持しており、また Malvern Hills の担当者は、イングラ
ンド・ウェールズ勅許会計士協会（The Institute of Chartered Accounting in England and 













地方自治体名 地方自治体の種類 人口 
2010/11 年度年次財
務報告書の総頁数 















































（External Auditor）と②監査委員会（Audit Committee）の２者におおむね絞られた。 
 











 ② 監査委員会（Audit Committee） 
































































































4) Audit Commission, 2012, Let’s be Clear, p.2. 
5) Ibid. 





8 ) もっとも少ない頁数は都市部の交通機関を所管する旅客交通局（Passenger 
Transport Executives）であり、現在英国内に５つ存在し、 地方自治体に含まれる。 




12)  Audit Commission, op. cit., p.11. 
13) ＦＲＣが定義するクラッタとは以下のとおりである。 
   ・目的に適合した情報の特定と理解する能力を阻害する重要でない情報提供 
   ・来る年も来る年も変化のない注釈的な情報 
Financial Reporting Council, Cutting Clutter - Combating Clutter in Annual Reports, 2011, 
p6. 






表されている“IFRS : How To Tell The Story”においても注記は重要なものを開示すべ
きであり、重要でない注記は開示しなくてもよい旨を述べている。 
CIPFA, IFRS: How To Tell The Story, 2011, p.10. 
16) 後述するインタビュー調査で訪問した４つの地方自治体では、Coventry を除く３つ
の地方自治体のウェブサイトですでにサマリーが公表されている。 
17) Audit Commission, op. cit., p.15. 
18) Ibid., p.9. 
19) Ibid., p.10. 
20) Ibid., p.3. 
21) インタビューに協力いただいた担当者の役職は下記のとおりである。 
 Coventry：Corporate Finance Manager、Lead Accountant、財務報告担当一般職員１名 
Malvern Hills ： Finance Manager 
Wychavon ： Financial Services Manager 
Dudley ：財務報告担当一般職員１名 
また、Wychavon では担当者へのインタビュー調査後、行政当局の最高責任者である
Managing Director に英国の行政経営について示唆をいただく機会を得た。 
22) 監査人はＣＰＦＡを中心として、ＩＣＡＥＷやスコットランド勅許会計士協会（The 


































































協会（Chartered Institute of Public Finance and Accountancy : ＣＩＰＦＡ）が作成する
『２０１０／１１年度版会計実務規範（Code of Practice on Local Authority Accounting in 




 ① 序文 
 ② 年次財務報告書に対する責任報告書 
 ③ 財務諸表および注記 

























である。もっとも総頁数の多い地方自治体は Milton Keynes の１６６頁であり、Plymouth
の１４９頁、Northumberland の１３６頁が続く。もっとも総頁数の少ない地方自治体は
Bath and North East Somerset の５７頁であり、Darlington の６１頁が次に分量が少ない









1 Milton Keynes 249,895 13 1 4 145 3 166 
2 Plymouth 256,589 28 1 4 113 3 149 
116 
 




3 Northumberland 316,278 9 1 5 117 4 136 
4 Brighton & Hove 272,952 14 2 5 112 2 135 
5 Thurrock 158,268 8 1 5 117 3 134 
6 Middlesbrough 138,368 16 1 5 106 5 133 
7 Cheshire East 370,736 10 2 4 108 3 127 




329,526 13 1 5 104 3 126 
10 Warrington 202,709 16 1 5 101 3 126 
11 Nottingham 303,899 11 1 6 102 3 123 
12 
East Riding of 
Yorkshire 
334,673 7 1 4 105 3 120 
13 Luton 203,641 12 1 7 96 3 119 
14 Shropshire 307,108 16 2 6 91 4 119 
15 Isle of Wight 138,392 9 1 5 97 4 116 
16 Portsmouth 205,433 22 1 7 83 3 116 
17 Derby 248,943 10 1 5 94 3 113 
18 Bristol 428,074 11 1 4 88 3 107 




135,164 11 1 5 87 3 107 
21 Cornwall 533,760 13 1 4 82 4 104 
22 Bracknell Forest 113,696 13 2 5 77 3 100 
23 Leicester 329,627 6 1 5 85 3 100 
24 Blackpool 142,080 9 1 5 82 2 99 
25 Herefordshire 183,619 11 1 7 78 2 99 
117 
 




26 Bournemouth 183,450 6 1 7 79 3 96 
27 Wokingham 154,943 5 1 5 82 3 96 
28 York 197,783 10 1 4 76 3 94 
29 Hartlepool 92,088 9 1 4 77 2 93 
30 Hull 256,123 3 1 4 82 3 93 




255,644 13 1 8 65 3 90 
33 Halton 125,722 7 1 6 73 3 90 
34 Southampton 235,870 10 1 4 72 3 90 
35 North Somerset 203,091 5 1 4 77 2 89 
36 West Berkshire 154,148 7 1 5 73 3 89 
37 North Lincolnshire 167,516 10 2 4 69 3 88 
38 Slough 140,713 3 1 6 73 4 87 
39 Peterborough 184,457 6 1 4 72 3 86 




166,831 12 1 6 61 3 83 
42 Bedford 157,840 4 1 4 69 3 81 
43 Swindon 209,709 8 1 4 65 3 81 




263,417 7 1 4 63 2 77 
46 Stockton-on-Tees 191,824 4 1 4 64 2 75 
47 Wiltshire 474,319 5 1 4 60 3 73 
48 Poole 148,075 8 1 4 55 3 71 
49 Rutland 37,581 4 1 5 58 3 71 
118 
 















147,657 6 1 4 56 2 69 
53 Reading 155,339 6 1 4 48 4 63 
54 Darlington 105,584 6 1 4 48 2 61 
55 
Bath and North 
East Somerset 
175,538 7 1 4 42 3 57 
  合計及び平均 12,125,590 9.8 1.1 4.8 80.3 2.9 99.0 


































































































１ 前書き １３ 歳入の状況 
２ 情報の特質 １４ 資本 





 ・ 重要な会計に関する変更 
 ・ 財務諸表の注記 
１６ 外部借入金 
１７ 投資 






６ 財務諸表の概要 ２１ パートナーシップ手法 
７ ２０１０／１１年度のレビュー ２２ 重要な後発事象 
８ 一般会計歳入歳出基金 ２３ 期末における財政状態 
９ ２０１０／１１年度部門長別歳出 ２４ 中期的な見通し 
１０ 運用残高 ２５ 結論 
１１ 取引活動  内部管理部長による署名 
１２ 住宅歳出会計   







































 ・ Code of Practice on Local Authority Accounting applicable for 2010/11 Account 



































































ることは困難である。民間企業においても、英国のＯＦＲ（Operating and Financial 
Review）や米国のＭＤ＆Ａ（Management Discussion & Analysis of Financial Condition 




























児童福祉サービス部長 52,059 51,791 -268 -0.51% 
地域サービス部長 111,050 112,405 1,355 1.22% 
開発・再生部長 16,264 16,424 160 0.98% 
内部管理部長 31,820 31,309 -511 -1.61% 
事務総長 1,887 1,730 -157 -8.32% 
内部管理項目および資本財政 -11,255 -13,360 -2,105 18.70% 
小計 201,825 200,299 -1,526 -0.76% 
年度末における特定剰余金お
よび引当金の移転 
  1,631 1,631   
合計一般基金予算 201,825 201,930 105 0.05% 
運用残高への移転   -105 -105   
最終予算要求額 201,825 201,825 0 0.00% 




























































 ・ Lipson CC（従前はトラスト・スクール） 
 ・ Hele 
 ・ Ridgeway 
 ・ Plymstock（従前はトラスト・スクール） 
 ・ Combe Dean 
 ・ Dvonport 女子高校 
・ Stoke Damerel CC（従前はトラスト・スクール） 
 ・ Tor Bridge 高校については２０１１年１０月１日に変更予定 
これらの学校の貸借対照表上の資産価値は５９，２４６千￡であり、加えて備品が９
０８千￡である。また、６３千￡の無形資産がこれらの学校に帰属している。実際の資













































5 歳入と歳出に関する重要な科目 30 取引活動 




8 特定剰余金からの移入または移出 33 保留予算 




11 税および非特定目的補助金 36 外部監査費用 
12 固定資産 37 学校補助金費用 
13 投資資産 38 補助金収入 
14 無形資産 39 関連組織 
15 金融商品 40 資本支出および資本財政 
16 棚卸資産 41 リース 
17 建築契約 42 PFI 活動および同種の契約 
18 負債 43 減損損失 
19 現金および現金同等物 44 借入費用の資本化 
20 売買目的資産 45 退職手当 
21 貸付金 46 確定拠出型年金における年金計画 
22 引当金 47 年金計画における確定利益 
23 利用可能剰余金 48 偶発債務 
24 利用不能剰余金 49 偶発資産 
25 運営活動 50 金融商品に関するリスクの内容と範囲 
CIPFA, Code of Practice on Local Authority Accounting in United Kingdom Guidance 















とも頁数の多い地方自治体は Milton Keynes の１４５頁、もっとも頁数の少ない地方自治




















 地方自治体名 注記頁数 構成比  地方自治体名 注記頁数 構成比 
1 Milton Keynes 145 87.3% 29 North Somerset 77 86.5% 
2 Northumberland 117 86.0% 30 York 76 80.9% 
3 Thurrock 117 87.3% 31 Stoke-on-Trent 73 78.5% 
4 Plymouth 113 75.8% 32 Halton 73 81.1% 
5 Brighton & Hove 112 83.0% 33 West Berkshire 73 82.0% 
6 Cheshire East 108 85.0% 34 Slough 73 83.9% 
7 Middlesbrough 106 79.7% 35 Southampton 72 80.0% 
8 
East Riding of 
Yorkshire 
105 87.5% 36 Peterborough 72 83.7% 








11 Nottingham 102 82.9% 39 Southend-on-Sea 69 81.2% 
12 Warrington 101 80.2% 40 Bedford 69 85.2% 
13 Isle of Wight 97 83.6% 41 Medway 66 84.6% 




15 Derby 94 83.2% 43 Swindon 65 80.2% 
16 Shropshire 91 76.5% 44 Stockton-on-Tees 64 85.3% 











19 Leicester 85 85.0% 47 Wiltshire 60 82.2% 
20 Portsmouth 83 71.6% 48 Rutland 58 81.7% 






 地方自治体名 注記頁数 構成比  地方自治体名 注記頁数 構成比 




23 Wokingham 82 85.4% 51 Poole 55 77.5% 




25 Bournemouth 79 82.3% 53 Reading 48 76.2% 
26 Herefordshire 78 78.8% 54 Darlington 48 78.7% 
27 Bracknell Forest 77 77.0% 55 
Bath and North 
East Somerset 
42 73.7% 
28 Hartlepool 77 82.8%  ５５ユニタリー平均 80.3 81.1% 
        





















 地方自治体名 責任報告書への署名者１ 責任報告書への署名者２ 
1 
Bath and North 
East Somerset 
Divisional Director Finance (s.151 officer) Chairperson, Corporate Audit Committee 
2 Bedford 
Director of Finance and Corporate 
Services 




Director of Finance  
4 Blackpool Director of Resources Chair Finance and Audit Committee 
5 Bournemouth 
Executive Director Business Improvement 
and Finance 
 
6 Bracknell Forest Borough Treasurer 
Chairman of Governance and Audit 
Committee* 
7 Brighton & Hove Director of Finance (Section 151 Officer) Chairman Audit Committee* 




Chief Finance Officer Chair of the Audit Committee 
10 Cheshire East Director of Finance and Business Services 





Director for Resources 
Chair of Audit and Governance 
Committee 
12 Cornwall Corporate Director, Resources declaration 
Chairman of the Audit Committee’s 
declaration 
13 County Durham Corporate Director Resources Chairman of the Audit Committee 
14 Darlington Director of Resources Chair of Audit Committee 
15 Derby Strategic Director of Resources Chair, Audit and Accounts Committee 
16 
East Riding of 
Yorkshire 
Head of Finance Chair of the Audit Committee 
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 地方自治体名 責任報告書への署名者１ 責任報告書への署名者２ 
17 Halton Operational Director – Finance 
Vice-Chairman of Business Efficiency 
Board 
18 Hartlepool Chief Finance Officer The Chair of the Audit Committee 
19 Herefordshire 




Head of Corporate Planning & Finance 
(Section 151 Officer) 
Chair of the Audit Committee 
21 Isle of Wight Strategic Director of Resources Chair of Audit Committee 
22 Leicester Director of Finance Chair of the Audit & Risk Committee 
23 Luton Head of Finance 
Councilor (the Audit and Governance 
Committee) 
24 Medway Chief Finance Officer Chairman of the Audit Committee 
25 Middlesbrough Director of Strategic Resources Chair, Corporate Affairs Committee 








Director of Finance Chairman of the Audit Committee* 
29 North Somerset Director of Finance & Resources Chairman of the Council 
30 Northumberland Corporate Director of Finance  
31 Nottingham 
Chief Finance Officer, Deputy Chief 
Executive & Corporate Director for 
Resources 
Chair of the Audit Committee 
32 Peterborough Executive Director - Strategic Resources Chairman of meeting(Audit Committee) 
33 Plymouth Director for Corporate Support Member of Audit Committee 
34 Poole Chief Financial Officer 




 地方自治体名 責任報告書への署名者１ 責任報告書への署名者２ 
35 Portsmouth Head of Finance and section 151 Officer  




Head of Corporate Financial Services  
38 Rutland Strategic Director for Resources  
39 Shropshire Corporate Head of Finance & Commerce Chairman of the Council 
40 Slough 
Strategic Director of Resources & 
Regeneration 




Director of Corporate Resources and 
Deputy Chief Executive 
Chair – Audit & Accounts committee 
42 Southampton 
Head of Finance and Chief Financial 
Officer 
Chair, Standards and Governance 
Committee 
43 Southend-on-Sea Head of Finance and Resources Chair of Audit Committee 
44 Stockton-on-Tees Corporate Director  of Resources  
45 Stoke-on-Trent 
Assistant Director, Financial Services 
Section 151 Officer 
Chair of the Audit Committee 




Corporate Director Chair of Audit Committee 
48 Thurrock 
Director of Finance and Corporate 
Governance 
 
49 Torbay Chief Finance Officer Chairman of the Council* 
50 Warrington Chief Finance Officer  
51 West Berkshire Head of Finance  




Head of Finance 




 地方自治体名 責任報告書への署名者１ 責任報告書への署名者２ 
54 Wokingham Strategic Director of Resources Chairman of the Audit Committee 
55 
York 
Director of Customer and Business 
Support Service 
Chair Audit and Governance Committee 
署名者欄２の＊については、年次財務報告書に対する責任報告書とともに議会の報告書として会計承認書（Approval 
Accounts）を独立した署名文書を公表している地方自治体である。 
各地方自治体の Statement of Accounts2010/11 を基に筆者作成 
 
 


































































 ① 会計方針と会計処理の適切な選択 
 ② 会計方針と会計処理のあらゆる変更 
 ③ 主要な判断領域 例えば、引当金など 






































































 大塚祚保『イギリスの地方政府』流通大学出版会、1998 年。  
4) 図表７－１については、各地方自治体のウェブサイトに公表されている Statement of 
Accounts 2010/11 をすべてダウンロードし、構成ごとの分量を表にまとめた。なお、人
口については英国統計局（Office for National Statistics : ＯＮＳ）が２０１１年に実施し
た国勢調査（Census）のデータを基に作成している。 
5) 英国地方自治体では一般の歳入・歳出に関する会計以外に、住宅に関する会計である




6) CIPFA/LASAAC , Code of Practice on Local Authority Accounting in United Kingdom 
2010/11 Based on International Financial Reporting Standards , 2009, par.3.1.1.2. 
7) 財務報告における記述的情報の着目については、多くの文献で紹介されているが代表
的なものとして以下があげられる。 







9) CIPFA/LASAAC, op. cit. 
10) Plymouth, Statement of Accounts 2010/11, p.3. 







12) Plymouth, op. cit., pp.7-8. 
13) 英国では、学校がアカデミーとして認められると、地方自治体の管轄から国の管轄へ
と変更され、国費による学校運営が行われる。 
14) East End Transport 計画とは Plymouth で実施された大規模な道路等の整備計画であ
る。 
15) 英国地方自治体へのＯＦＲ適用議論などを中心に第８章で詳しく検討する。 
16) Plymouth, op. cit., pp.10-11. 
17) CIPFA, Code of Practice on Local Authority Accounting in United Kingdom Guidance 
Notes for Practitioners 2010/2011 Accounts, 2009, pp.253-255. 
18) Audit Commission, Let’s be Clear, 2012, p.2. 




 Financial Reporting Council, Cutting Clutter - Combating Clutter in Annual Reports, 2011, 
p.6. 







23) CIPFA, Audit Committees Practical Guidance for Local Authorities, 2005. 
24) Ibid., p.9. 
25) 英国地方自治体では、わが国の首長制と異なり、一部の地方自治体を除いて議院内閣
制を採用している。ここでいう執行部とは、内閣に所属する議員を指す。 
26) CIPFA, op. cit., 2005. pp.21-22. 






















れた追加的情報であるＯＦＲ（Operating and Financial Review）に着目する。そして、


























































































３．英国民間企業におけるＯＦＲ（Operating and Financial Review） 
 












た英国会計基準審議会（Accounting Standards Board : ＡＳＢ）であった8)。ＡＳＢは民間
企業向けのＯＦＲのガイダンスとして『１９９３年ＯＦＲ意見書（Statement of Operating 









































































地方自治体に関連する追加的情報導入の動きとして、ＣＩＰＦＡと RSM Robson 
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Rhodes15)が公表した、『公共部門のＯＦＲ－説明責任強化の促進－（Public Benefit OFRs 








された16)。ＣＩＰＦＡとRSM Robson Rhodesは公表にあたって、英国会計検査院（National 





 ① 中央政府 
 ② トレーディング・ファンドおよびＮＤＰＢｓ18) 
 ③ 地方自治体 
 ④ 高等教育機関および継続教育機関 
 ⑤ 土地開発機構 



































ＣＩＰＦＡは RSM Robson Rhodes との『公共部門のＯＦＲ』に続き、２００９年に



























































































































































































































1) 武田隆二『財務諸表論第１０版』中央経済社、2005 年、3 頁。 
2) 広瀬義州「第１部 財務報告の変革に関する研究の意義と視点」『財務報告の変革』
（広瀬義州編）中央経済社、2011 年、19 頁。 
3) ASB, Reporting Standard1 Operating and Financial Review, 2005, p.8-9. 
なお、訳出にあたっては、山﨑秀彦編『財務諸表外情報の開示と保証―ナラティブ・リ
ポーティングの保証―』同文舘出版、2010 年、61 頁を参考としている。 
4) ASB, op. cit., p8. 
なお、訳出にあたっては、山﨑秀彦編『前掲書』61 頁を参考としている。 
5) 平松一夫『年次財務報告会計』中央経済社、1986 年、47 頁。 
6) 広瀬義州『同上書』30 頁。 
7) ASB, Reporting Statement Operating and Financial Review, 2006, p.8. 
8) 英国民間企業におけるＯＦＲ導入経緯については、以下を主な参考文献とした。 
古庄修「財務報告の範囲とその境界に関する問題提起」『経済系』第 231 集、関東学院大






次報告書の展開（２）－」『経営学紀要（亜細亜大学）』第 3 巻 1 号、1995 年などにおい
て詳細に紹介されている。 
11) 山﨑秀彦編『前掲書』51-52 頁。 
12) 古庄修「統合的財務報告におけるナラティブ情報の信頼性確保と保証問題」『産業経
営研究』第 33 号、2010 年、39 頁。 
13) ASB, op. cit., pp.9-12. 
14) Ibid., pp.13-14. 
15) １９６４年に設立されたロンドンに本部を置く国際的な監査法人。 





accountability, 2006, p.7. 
17) CIPFA/RSM Robson Rhodes, ibid., p.2.  
18) トレーディング・ファンドとは大蔵省の承認の下に設立される政府部門であり、例え
ば医薬品等の承認を行うMedicines and Healthcare products Regulatory Agency (MHRA)
などが含まれる。ＮＤＰＢｓとは“Non-departmental public bodies”の略であり、内閣府
や大蔵省によって設立される特殊法人である。 
19) CIPFA/ RSM Robson Rhodes, op. cit., pp.8-19. 





















英国では、地方自治体監査委員会（Audit Commission : ＡＣ）によって、地方自治体
における意思決定に資する情報の検討が行われてきた。ＡＣは、地方自治体における意思
決定と情報についての報告書である『情報への精通－優れた意思決定のための情報利用－























ＧＡＡＰ）の策定主体である英国会計基準審議会（Accounting Standards Board : ＡＳ






















































情報の改善－高品質のデータ基準－（Improving Information to Support Decision Makin
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て機能している団体が、英国勅許公共財務会計協会（Chartered Institute of Public 




















































英国地方自治体では、財務諸表として、剰余金変動計算書（Movement in Reserves 
Statement）、包括的収支計算書（Comprehensive Income and Expenditure Statement）、 
貸借対照表（Balance Sheet as at the end of the period）、および、キャッシュ・フロー計







① 序文（Explanatory Foreword） 
② 年次財務報告書に対する責任報告書（Statement of Responsibilities） 
③ 財務諸表および注記（Financial Statements : Notes to Financial Statements） 







④ 内部統制あるいは財務に係る内部統制のレビュー報告書（Statement Reporting 




































全英地方自治体経営者協会（Society of Local Authority Chief Executive and Senior 
Manager : ＳＯＬＡＣＥ）が公表した『地方自治体における優れたガバナンスの実践
（Delivering Good Governance in Local Government 2007）』に沿った形式で作成される


























































  ・ 報告地方自治体の概要 
  ・ 当該年度における財政状態および業績に関する財務管理責任者による分析 








































































（Management Commentary : ＭＣ）に関する実務ステートメントが国際会計基準審議会
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